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2023 年、事業場の衛生管

理が変わる！ 特殊健診の

実施頻度の緩和について 
 

◆特殊健康診断の実施頻度を 

減らすことが可能に 
化学物質を原因とする労働災

害（がん等の遅発性疾病を除く）
は年間 450 件程度発生してい
ます。これを踏まえ新たな化学
物質規制制度が導入されたこと
を受け、2023 年から 24 年に
かけて労働安全衛生規則等の改
正が行われます。なかでも実務
上の影響が大きいのは、化学物
質の作業環境管理・作業管理が
きちんとできており、ばく露の
程度が低い事業場においては、
一部の特殊健康診断の実施頻度
を減らすことができるようにな
ることです（2023 年４月１日
施行）。 

 

◆頻度緩和のための手続き 
具体的には、有機溶剤、特定化

学物質（特別管理物質等）を除
く）、鉛、四アルキル鉛に関する
特殊健康診断の実施頻度につい
て、作業環境管理やばく露防止
対策等が適切に実施されている
場合には、事業者は、当該健康診
断の実施頻度を「１年以内ごと
に１回」（通常は「６月以内ごと
に１回」）に緩和することができ
ます。 
健康診断の頻度を緩和するこ

とができるのは、以下のすべて
の要件を満たす労働者です。

（１）労働者が作業する単位作
業場所における直近３回の作業
環境測定結果が第一管理区分に
区分される（四アルキル鉛を除
く）、（２）直近３回の健康診断
において新たな異常所見がな
い、（３）直近の健康診断実施日
からばく露の程度に大きな影響
を与えるような作業内容の変更
がない。 
そして、労働者ごとに、産業医

の助言を踏まえて衛生委員会で
の審議を経ることが必要です
（同一の作業場で働いており、
作業内容が同じで、同程度のば
く露があると考えられる労働者
が複数いる場合には、その集団
の全員が要件を満たす場合に、
実施頻度の見直しを行います）。 

 

◆事業場には「責任ある管理」

が求められている 
本改正は、事業場に化学物質

の責任ある管理を求めるという
方針のもと行われるものです。
頻度の緩和を行おうとする事業
場にあっては、責任を担う産業
医や衛生委員会の役割がより重
要になることから、その体制整
備も含め、対応には早めに着手
することが望まれます。 

 
 

７月の税務と労務の手続期
限［提出先・納付先］ 
 
1１日 
○ 健保・厚年の報酬月額算定基

礎届の提出期限［年金事務所
または健保組合］＜７月１日
現在＞ 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴
収税額の納付［郵便局または
銀行］ 

○ 特例による源泉徴収税額の

納付＜１月～６月分＞［郵便
局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得
届の提出［公共職業安定所］
＜前月以降に採用した労働
者がいる場合＞ 

○ 労働保険の今年度の概算保
険料の申告と昨年度分の確
定保険料の申告書の提出期
限＜年度更新＞［労働基準監
督署］ 

○ 労働保険料の納付＜延納第
１期分＞［郵便局または銀
行］ 
 

1５日 
○ 所得税予定納税額の減額承

認申請＜６月 30 日の現況
＞の提出［税務署］ 

○ 障害者・高齢者雇用状況報告
書の提出［公共職業安定所］ 
 

８月１日 
○ 所得税予定納税額の納付＜

第１期分＞［郵便局または銀
行］ 

○ 労働者死傷病報告の提出［労
働基準監督署］＜休業４日未
満、４月～６月分＞ 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵
便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書
の提出［年金事務所］  

○ 労働保険印紙保険料納付・納
付計器使用状況報告書の提
出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用
保険の被保険者でない場合）
＜雇入れ・離職の翌月末日＞
［公共職業安定所］ 

○ 固定資産税・都市計画税の納
付＜第 2 期＞［郵便局また
は銀行］ 
※都・市町村によっては異な
る月の場合がある。 

 

ど、スキルアップに関する選択
肢も上位に挙がっていることが
特筆されます。 

 

◆新入社員の意識変化 
本調査での「今の会社でいつ

まで働きたいか」という問に、
「定年まで」との回答は 23.8％
だったそうです。これは 10 年
前の調査との比較では、12.4 ポ
イント減少しており、新入社員
の意識変化がみてとれる結果と
なっています。 
新入社員の個性や意識は様々

ですが、働く人の意識は年々変
化しています。企業も今後の人
材確保の意味で、自社の状況を
見直して、選ばれる企業を目指
すことが肝要でしょう。 
【東京商工会議所「2022 年度新入社

員意識調査」】 

 
 

Internet Explorerのサ

ポート終了で注意しておき

たいこと 
 
◆2022年６月16日にサポ

ート終了 
インターネットブラウザの

Internet Explorer（以下、「IE」
といいます）のサポートが、６月
16 日に終了します。 
独立行政法人情報処理推進機

構によれば、終了後は、マイクロ
ソフト社が定める時点より IE に
代わって Microsoft Edge が起
動するよう変更され、IE のみで
動作するよう作成されたコンテ
ンツを IE で閲覧できなくなりま
す。 

◆IE コンテンツがまったく

閲覧できなくなる？ 
サ ポ ー ト 終 了 後 も 、

Microsoft Edge の「IE モード」
を利用すれば IEコンテンツを継
続して閲覧できますが、こちら
も 2029 年にサポート終了予
定とされていることから、他の
ブラウザへの移行が必要です。 
自社のセキュリティ方針など

により、インターネット利用に
際してブラウザが決められてい
たり、「IE モード」を利用でき
ないよう設定されたりしている
場合は、他のブラウザや「IE モ
ード」を利用できるようにする
設定の変更が必要です。 

 

◆自社が提供する IE コンテ

ンツの対応は？ 
また、社内サイトや顧客向け

の Web サイトで IE コンテンツ
を提供している場合、Web 標準
仕様に準拠して改修し、IE 以外
のブラウザでも閲覧可能にする
必要があります。サポート終了
までに改修が間に合わない場合
は、「IE モード」で閲覧するよ
う案内するとよいでしょう。例
えば、日本年金機構では電子申
請の決定通知書の閲覧について
「IE モード」で閲覧するよう案
内しています。 
近年、ホームページで自社の

サービス案内に加え、コンテン
ツを充実させて情報発信も行う
ケースが増えています。IE のサ
ポート終了でこれらが利用でき
なくなると、サービスダウンと
の印象も与えかねませんから、
チェックしておくとよいでしょ
う。 

2022 年 新入社員の意
識～東京商工会議所の調
査から 
 
◆新入社員が社会人生活で 

不安に感じること 
６月は、４月に入社した新入

社員が徐々に職場に馴染み始め
る時期ではないでしょうか。東
京商工会議所は、2022 年度新
入社員を対象に、就職活動の感
想、社会人生活や仕事に対する
意識等について調査を実施して
います。本調査によれば、社会
人生活で不安に感じること（複
数回答）として、「仕事と私生活
と の バ ラ ン ス が 取 れ る か
（55.4％）」、「上司・先輩・同僚
と う ま く や っ て い け る か
（51.4％）」、「仕事が自分に合
っているか（49.7％）」が上位
に挙がっています。 
入社当初は不安が多いもので

す。周囲も目を配りながらサポ
ートできるとよいでしょう。 
 

◆会社を選ぶうえで魅力に 

感じる企業制度 
本調査では、就職する会社を

選ぶうえで魅力に感じる企業の
制度についても尋ねています
（複数回答）。多いものとして
「年次有給休暇取得の推進
（42.5％）」、「時差出勤・フレ
ッ ク ス タ イ ム 制 勤 務
（41.9％）」、「テレワーク（在
宅勤務）（36.1％）」など働き方
に関するものが挙がっており、
その他、「資格（検定）等の取得
支援（39.8％）」、「人材育成体
系（研修）の充実（38.8％）」な
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